
© 2022 The Japan Gas Association

災害時等の高いレジリエンス性を
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１．カーボンニュートラル社会に向けた国の動向

２．カーボンニュートラル社会に向けたガスの役割

３．ガスシステムに活⽤可能な補助⾦
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脱炭素化に向けた世界・日本の動きとガス業界の対応
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◼ 気候変動問題の深刻化を背景に、世界では脱炭素の動きが本格化。2021年10⽉26⽇の菅⾸相の所信表明演
説での、2050年にカーボンニュートラル（CN）を⽬指す宣⾔で、国内でも脱炭素化に向けた動きが加速。

◼ ガス業界としてもカーボンニュートラル・脱炭素社会の実現に関して様々な発信をおこなってきた。
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■EU 2030年︓1990年⽐55％以上削減（2020年12⽉）

■インド 2030年︓2005年⽐
45%削減[GDP当たりCO2]
（2022年8⽉）

■中国 2030年︓2005年⽐65%削減[GDP単位当たりCO2]（2021年10⽉）
■アメリカ 2030年︓2005年⽐50-52%削減（2021年4⽉）

■10/26
菅⾸相 所信表明演説
「2050年カーボンニュートラル
脱炭素社会の実現を⽬指す」

■4/22
気候変動サミット 菅⾸相
2030年NDC引き上げを世界に宣⾔

■6/18 グリーン成⻑戦略閣議決定

■10/22 閣議決定
第6次エネルギー基本計画
地球温暖化対策計画

■12/16〜
クリーンエネルギー戦略
議論開始

NDC※（⽇本）
温室効果ガス排出量削減⽬標
2030年︓2013年⽐26%削減

↓
2030年︓2013年⽐46％削減

2050年に向けたガス事業の在り⽅研究会
★1★2★3 ★4 ★5 ★6 ★7

●2050年ガスのカーボンニュートラルに向けたロードマップ策定
●2030年カーボンニュートラル率5％以上の⽬標提⽰

●決意表明、⾏政への要望

カーボンニュートラルチャレンジ2050
2050年CN・脱炭素社会を⽬指すことを宣⾔
カーボンニュートラル割合の⽬標を表明

●11/24

メタネーション推進官⺠協議会
★1 ★2  ★3 ★4 ★5 ★6 ★7 ★8

アクションプラン
2050年に向けた実⾏計画を公表

●6/10

●メタネーション実装に向けたガス業界
の取り組み及び制度課題への対応の
方向性について

■5/19
クリーンエネルギー戦略中間整理

★中間とりまとめ

■6/9 地域脱炭素ロードマップ策定

GX実⾏会議
■7/27 #1

■8/24 #2
■10/26 #3

■韓国 2030年︓2018年⽐40%削減（2021年12⽉）

※NDC（Nationally Determined Contributions）︓温室効果ガスの削減⽬標



© 2022 The Japan Gas Association

第6次エネルギー基本計画（2021年10月22日閣議決定）
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◼ S＋3Eの原則は維持しつつも、2050年の脱炭素、2030年のNDC▲46％達成を基本方針とした計画。
◼ トランジション期における天然ガスへの燃料転換やメタネーション等における将来の脱炭素化を掲げたことで、第6次エ

ネルギー基本計画においても天然ガスは一定の位置付けがされている。
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地球温暖化対策計画（2021年10月22日閣議決定）
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◼ 新たな2030年度⽬標の裏付けとなる対策・施策を記載し新⽬標実現への道筋を描いた計画。
◼ ガスシステムに係る現⾏の記載内容を維持するとともに、新たに燃料転換やセクターカップリングが明記。また環境面だ

けでなくレジリエンス面におけるコージェネを始めとする分散型エネルギーシステムが記載されている。
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「クリーンエネルギー戦略・中間整理」における合成メタン関連の記載
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◼ 5⽉に取り纏められた「クリーンエネルギー戦略」の中間整理では、⾜元からCNへの道筋において、企業が選択するエネ
ルギー源として「天然ガスへの転換」および「合成メタン（e-methane）への転換」が記載されている。

出典︓2022年5⽉13⽇「第8回クリーンエネルギー検討合同会合」資料1 クリーンエネルギー戦略中間整理
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GX実⾏会議 GXを実現する官・⺠の投資
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◼ 10⽉のGX実⾏会議にて構造転換・需要創出を効果的に進める観点から、⾰新的技術の開発・社会実装等に対す
る政府の資⾦面での⽀援として、合成メタン（e-methane）や製造業の省エネ・燃料転換等が記載された。

出典︓2022年10⽉26⽇ 第３回GX実⾏会議資料

GX︓グリーントランスフォーメーション
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１．カーボンニュートラル社会に向けた国の政策動向

２．カーボンニュートラル社会に向けたガスの役割

３．ガスシステムに活⽤可能な補助⾦
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カーボンニュートラル社会に向けたガスの役割
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◼ カーボンニュートラル社会に向けて需要サイドの電化が挙げられるが、電化だけでは克服困難なハードルも存在する。
◼ 熱分野（特に高温熱）の脱炭素化、集合住宅をはじめとする既存建築分野（家庭の給湯分野等）の脱炭素化、

レジリエンスの視点などを踏まえると、ガスが貢献すべき役割は小さくない。

熱分野の脱炭素化

⺠⽣・産業
部門の

エネルギー消費量
約9,700PJ

電⼒
動⼒他
28.5%

熱
62.0%

非エネルギー
（原料）

9.5%

出典︓2020年エネルギー⽩書
をもとに作成

産業⽤高効率バーナー

建築ストック対策 レジリエンスの視点

出典︓資源エネルギー庁、第21回ガス安全小委員会資料より抜粋・加⼯

近年の台⾵・豪⾬における⽀障件数出典︓国⼟交通省HP「築後30、40、50年超の
分譲マンション⼾数」をもとにJGA作成

出典︓⻄部ガスHP

ガスで作れる熱の範囲

出典︓⽔素・燃料電池戦略協議会資料に加筆

高経年マンションの将来推計

エコジョーズの省スペース性
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カーボンニュートラルチャレンジ2050
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◼ 2020年11⽉、他業界に先駆けて、ガス業界として「2050年のガスのカーボンニュートラル化」へ挑戦する旨
を宣⾔し、国際的な課題である脱炭素社会の実現に向けた決意を表明。

ガス全体に
占める⽐率

出典︓⽇本ガス協会 カーボンニュートラルチャレンジ2050アクションプラン

天然ガスへの転換やカーボンニュートラルLNGの活⽤により、CO2排出削減に貢献
ガスのカーボンニュートラル化率5％以上を実現
メタネーションの実⽤化を図る（「e-methane」の都市ガス導管への注入1％以上）

2030年

※メタネーション設備の⼤容量化の課題、安定的かつ低廉な⽔素調達等、⼤きな課題への解決にチャレンジ
※不確実性は多いが、脱炭素化に資する様々な⼿⽴てを駆使し、実現に向けてチャレンジ

複数の手段を活⽤し、ガスのカーボンニュートラル化の実現を⽬指す2050年

2050年ガスのカーボンニュートラル化の実現に向けた姿

90
％

5％ 5％

⚫ CCU／CCS
⚫ カーボンニュートラルLNG

(CN-LNG)※1

⚫ 海外貢献、DACCS ※2 、植林

バイオガス
その他脱炭素化の手⽴て

⽔素直接利⽤

e-methane（合成メタン）
※1. 天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの⼯程で発⽣

する温室効果ガスを森林の再⽣⽀援などによる
CO2削減分で相殺したLNG（液化天然ガス）

※2. Direct Air Carbon Capture with Storage
（CO2の直接回収・貯留技術）

●グラフの数値はイノベーションが順調に進んだ場合の
到達点の一例を⽰すもの

●⽔素やCO2等は政策等と連動し、経済的・物理的に
アクセス可能であるという前提
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メタネーション「e-methane」（合成メタン）とは
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◼ ⽔素とCO2から都市ガスの主成分であるメタンを合成する「メタネーション」により⽣成したメタンを「e-methane」と
呼び、燃焼排出するCO2と合成時に分離回収されたCO2が相殺されるため、利⽤してもCO2は増加しない。

◼ ガス導管をはじめとする既存インフラが利⽤可能であり、社会コストを抑えてカーボンニュートラル社会へ移⾏できる。

供 給

利 ⽤

都市ガス導管利⽤

CO2

H2

H2 利 ⽤

合成

発電所等

回収

CO2

排出

CO2回収量と
排出量の相殺

H2

H2

4H2 ＋ CO2 ⇒ CH4 ＋ 2H2O
⽔素 二酸化炭素 メタン ⽔

既存インフラが利⽤
可能であり低コスト

e-methaneの利⽤(燃焼)によって排出されるCO2と
分離回収されたCO2とがオフセット(相殺)されており、
メタネーションされたガスの利⽤ではCO2は増加しない

メタネーションの原理

e-methane
（CH4）
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「e-methane」ガス事業者の取組み（国内実証事業）
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◼ 「2030年に1%導⼊」の⽬標を掲げ、⼤⼿事業者を中心にe-methaneの製造実証を開始。
◼ 東京ガスは、近隣地区とのCO2融通等を活⽤したメタネーション実証試験を2021年度より開始。
◼ INPEXと⼤阪ガスは、国内ガス田から回収したCO2を⽤いて世界最⼤規模のメタネーション実証試験を2024年度

後半から2025年度にかけて実施予定。

世界最⼤級のメタネーションによるCO2排出削減・有効利⽤
実⽤化技術開発事業の開始
⚫ INPEXと⼤阪ガスは、INPEX⻑岡鉱場内から回収した二酸化炭素を

⽤いて合成メタンを製造する実証実験を2024年度後半から2025年
度にかけて実施。

⚫ 本事業で開発するメタネーション設備の合成メタン製造能⼒は約
400Nm3/hを予定しており、現時点で世界最⼤級の規模となる。

体制︓株式会社INPEX、⼤阪ガス株式会社
国⽴⼤学法⼈東海国⽴⼤学機構名古屋⼤学

メタネーション実証試験を2021年度内に開始
⚫ 東京ガスは、横浜市鶴⾒区において、メタネーションの実証試験を

2021年度内に開始。
⚫ 将来的には、横浜市や近隣企業との地域連携や、最新の⽔電解

装置や⾰新的メタネーション技術を適⽤することにより、地域におけ
るカーボンニュートラルの地産地消モデルを⽬指す。

出典︓東京ガスプレスリリース（2021年7⽉7⽇)、横浜市記者発表資料（2022年1⽉18⽇）

メタネーション実証
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トランジション期の取組 ①天然ガス転換の推進と高度利⽤
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◼ 化⽯燃料のなかで最もCO2排出量が少ない天然ガスへの燃料転換も、確実かつ⼤規模なCO2削減が⾒込めるトラン
ジション期の重要な取組みである。特に、産業⽤における⽯炭から天然ガスへの燃料転換のポテンシャルは⼤きい。

◼ スマートエネルギーネットワークの構築により、エネルギーを面的利⽤することで、⼤幅な省エネ・省CO2に貢献する。
天然ガス転換の推進 スマートエネルギーネットワークの構築

2030年時点の
CO2削減⽬標の

約3%

■石炭・石油→天然ガス転換によるCO2削減ポテンシャル

※ 総合エネルギー統計2018 詳細表を参考に天然ガス化可能な⽤途に限定して算定
約1,900万t-CO2※

自家発電（石炭・石油） ガスコージェネ

燃料
転換

• デジタル技術を活⽤し、電気に加えて需要側の熱負荷の収集・分
析を⾏い、最適化を検討（熱のデジタル化）

• ２つのエネルギーセンターの電⼒・熱・⼈流データ等の情報を連携し、
地域全体でコージェネや冷温⽔機を柔軟に運転し、再エネも取り
込みながら、省エネ・省CO2を実現することで、街づくりに貢献。

コージェネを核とした２つのエネルギーセンターを連携し、電⼒と熱を最適化

田町スマエネプロジェクト（東京ガス）

出典︓第2回 2050年に向けたガス事業の在り方研究会 東京ガス説明資料を加⼯出典︓第2回 2050年に向けたガス事業の在り方研究会 ⼤阪ガス説明資料を加⼯
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トランジション期の取組 ②需要の最適化、再生可能エネルギーとの親和性
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◼ 再エネ導入の拡⼤に向けては、⽣産能⼒やQOL等を維持しつつ、需要の最適化を図ることが重要。
◼ ガス業界は需要最適化に資する設備でもあるコージェネ・燃料電池等の普及に取り組んでいる。ガスシステムは調整

⼒・供給⼒として、電⼒系統の安定化に貢献できることから、変動再エネと都市ガスの親和性は高いといえる。

出典︓⼤阪ガスホームページ（⼤阪ガス カーボンニュートラルビジョン）

QOL︓Quality of life
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トランジション期の取組 ③ZEB（定義）
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◼ ZEBとは、Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼ぶ。快適な室内環境
を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収⽀をゼロにすることを⽬指した建物のこと。

◼ CN実現を⽬指した政策の⼤転換を受けて各種計画や基準も改訂。2022年度より官庁施設の新築時には原則
ZEB Oriented相当以上が規定された。

出典︓平成30年度ZEBロードマップフォローアップ委員会とりまとめ

未評価技術（WEBPRO）
① CO2濃度による外気量制御
② 自然換気システム
③ 空調ポンプ制御の高度化
④ 空調ファン制御の高度化
⑤ 冷却塔ファン・インバータ制御
⑥ 照明のゾーニング制御
⑦ フリークーリングシステム
⑧ デシカント空調システム
⑨ クール・ヒートトレンチシステム
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トランジション期の取組 ③ガスシステムを活⽤したZEB（事例）
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◼ 国のカーボンニュートラル宣⾔を契機に、各省庁はZEBを積極的に推進する⽅針を打ち出している。また、⺠間企業
においても不動産価値向上、光熱費削減等の観点から「ZEB Ready」相当の建築物が増えつつある。

◼ そうした中、ガスシステムを採⽤してZEBを実現した事例も増加している。新築時のみならず、既存熱源設備の更新
時に、ガス設備を活⽤してZEB化を実現した事例もある。 ZEB︓Net Zero Energy Building

ガスZEBポータルサイト を参照ください

https://www.gas.or.jp/gaszeb/

https://www.gas.or.jp/gaszeb/
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トランジション期の取組 ③ガスシステムを活⽤したZEB（ガスZEBのメリット）
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⚫ 夏季、冬季の電⼒需要がひっ迫するのは、空調稼働による電⼒消費の増⼤が原因の一つ
⚫ ガス空調やガスコージェネは、電気の使⽤量を⼤幅に減らすことが出来、節電に⼤きく貢献

① 節電対策

⚫ 都市ガスインフラは耐震化率も向上、⾵⽔害に対する供給⽀障件数も少なく、
災害時のエネルギー供給継続性が高いことが改めて注⽬

⚫ 停電時にも、停電対応型コージェネは発電と排熱利⽤が可能、
停電対応型ＧＨＰは空調や発電が可能であり、万一の災害時にも事業継続が可能

③ レジリエンス性能の向上

⚫ コージェネ発電時の排熱を活⽤するエネルギーのカスケード利⽤で、高い省エネ性を発揮
⚫ 排熱を利⽤することで、給湯⽤エネルギー消費量を削減し、さらにジェネリンクとの組合せで

暖房だけでなく冷房のエネルギー削減にも寄与 ※ジェネリンク︓排熱投入型吸収冷温⽔機

② 排熱の有効利⽤

ガスZEB
ガスZEBポータルサイト 開設

https://www.gas.or.jp/gaszeb/

ガスZEB事例のご紹介（順次掲載） スペシャルインタビュー

https://www.gas.or.jp/gaszeb/
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エネルギーの面的利⽤によるS+3Eのまちづくりに向けて
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◼ 建物単体の取組みを発展させ、需要地で電気や熱をつくり、地域で一体的にマネジメントする「エネルギーの面的利
⽤」が有効であり、まちづくりと一体となって、コージェネや再エネ等の分散型エネルギーの普及が求められる。

◼ エネルギーの地産地消や面的利⽤を⽀えるインフラを整備することで、効率的なエネルギー利⽤が実現できると同時
に、災害時の停電リスクの低減をはじめとする地域課題の解決にもつながる。

まちづくりにおける省エネの取組イメージ建物単体の省エネ取り組み
地域の熱需要、電気需要を組み合わせて⾏う

エネルギーの面的利⽤イメージ
再⽣可能エネルギーとガスシステムを組み合わせた地産地消の創
エネ、高いレジリエンス性を合わせ持つZEBの取り組みイメージ
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自⽴・分散型エネルギーシステムの災害時における活躍事例
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むつざわスマートウェルネスタウン（千葉県）さっぽろ創世スクエア（北海道）
⾵⽔害による停電（2019.9.9）において、CHIBAむ
つざわエナジーは道の駅及び周辺の町営住宅に対し、
都市ガスのコージェネレーションシステムで発電した電⼒
や廃熱温⽔（熱）を一定時間供給し、防災拠点として
機能した結果、早期復旧にも貢献した。

出典︓電⼒レジリエンスワーキンググループ資料より抜粋出典︓2050年に向けたガス事業の在り方研究会資料より抜粋

北海道胆振東部地震（2018.9.6）で発⽣したブラッ
クアウト（全道停電時）の際に、帰宅困難者の避難場
所として活⽤。震災時にもコージェネレーションシステム
が運転継続し、街区の電⼒・熱供給を継続。当該地区
の都市機能の強靭性が証明された。
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2050年CNに向けたガスへの期待役割
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◼ ⺠⽣部門の熱需要については、当分の間天然ガスが役割を果たしつつ、「e-methane」（合成メタン）等の
ガスの脱炭素化を進めることにより、熱の脱炭素化に資すると期待されている。

◼ デジタル技術を活⽤した出⼒変動調整技術なども踏まえ、再生可能エネルギーとガスコージェネレーションとの
組み合わせにより、熱の有効利⽤に加え、地域における再エネの調整⼒を担うものとしても期待されている。

「2050年に向けたガス事業の在り方研究会中間とりまとめ」 資源エネルギー庁、令和3年4⽉ より一部抜粋
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１．カーボンニュートラル社会に向けた国の政策動向

２．カーボンニュートラル社会に向けたガスの役割

３．ガスシステムに活⽤可能な補助⾦
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分散型エネルギーシステムの導⼊⽀援事業（R4年度第2次補正予算、R5年度概算要求）
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◼ 相次ぐ自然災害を受け、自然災害に対する耐性（レジリエンス）が重要な政策課題となっており、各地域のレジリエン
ス向上に向け、停電対応型コージェネやGHPの避難所等への導入が広がっている。

◼ 避難所、公共施設等の施設への停電対応型コージェネ・GHPの導入⽀援事業として、資源エネルギー庁、環境省か
らそれぞれR4年度第2次補正、R5年度に向けて概算要求がなされている（資料はR5年度概算要求）。

◼ 防災上中核となる自治体施設や、避難所等に活⽤する⺠間施設の強靭性向上の検討に活⽤可能。

資源エネルギー庁・ガス市場整備室 環境省・地域脱炭素事業推進課
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省エネ・省CO2事業向け補助⾦（R4年度第2次補正予算、令和５年度概算要求）
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◼ 省エネ、省CO2に向けた設備導入への⽀援策として、資源エネルギー庁から「省エネ補助⾦」、環境省から「SHIFT事
業」が予算要求されている（資料はR5年度概算要求）。

◼ コージェネレーションや高効率空調等の設備導入、重油等の他化⽯燃料からの燃料転換に活⽤可能。
◼ 令和４年度補正予算では、省エネ⽀援政策パッケージとして複数年にわたり切れ⽬なく⽀援する仕組みを創設し、国

庫債務負担⾏為の後年度負担分含め約1,600億円を⽀援するとされている。

資源エネルギー庁・省エネルギー課 環境省・地球温暖化対策事業室
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まとめ
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◼ カーボンニュートラルは、電化のみでは実現が困難と考えられ、トランジション期における徹底的な
省エネ、省CO2に加え、e-methaneを含むガス体エネルギーの脱炭素化が必要。

◼ 加えて、災害に対するレジリエンス性の確保には、電気＋ガス+液体燃料といった「エネルギーの
複線化」が有効。

◼ 「環境性」と「レジリエンス性」を高い次元で両⽴する自⽴分散型かつ面的なエネルギーシステム
の普及拡⼤は、まちづくりをはじめとした様々な政策⽬的とも合致。これらを「地域」で展開していく
ことが求められる。

◼ ⽇本ガス協会では、地域の実情に合わせたカーボンニュートラルの推進が、レジリエンス性の向
上や地域経済の活性化につながることを発信し、⽔平展開可能な先⾏事例の紹介などを継続
的に実施し、地方自治体の皆さまの施策⽴案に役⽴てていただけるよう、地域に密着したガス事
業者と連携した取り組みを促進していく。
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以上

ご清聴ありがとうございました。
ご参加の皆様が低炭素／脱炭素化を図る実施計画を

策定する際の一助になりますと幸いにございます。
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